
◎公職選挙法の一部を改正する法律 
（平成一五年六月一一日法律第六九号）   

一、提案理由（平成一五年五月一六日・衆議院政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関

する特別委員会） 

○片山国務大臣 公職選挙法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び

内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法律案は、選挙人の投票しやすい環境を整えるため、期日前投票制度を創設する

とともに、在外投票について在外公館投票と郵便等投票とのいずれかの方法により行う

ことができることとし、あわせて、さいたま市に係る衆議院小選挙区選出議員の選挙区

の改正を行うほか、所要の規定の整備を行うこととするものであります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、期日前投票に関する事項であります。 

 選挙の当日に投票することが困難であると見込まれる選挙人の投票については、当該

選挙の期日の公示または告示があった日の翌日から選挙の期日の前日までの間、期日前

投票所において、行わせることができることといたしております。 

 第二に、衆議院小選挙区選出議員の選挙区に関する事項であります。 

 衆議院議員小選挙区選出議員の選挙区については、埼玉県第一区は岩槻市並びにさい

たま市見沼区、浦和区及び緑区とし、埼玉県第五区はさいたま市西区、北区、大宮区及

び中央区とし、埼玉県第十五区は蕨市、戸田市並びにさいたま市桜区及び南区とするこ

とといたしております。 

 第三は、在外投票に関する事項であります。 

 在外選挙人名簿に登録されている選挙人で、衆議院議員または参議院議員の選挙にお

いて投票をしようとするものの投票については、在外公館投票と郵便等投票とのいずれ

かの方法により行わせることができることといたしております。 

 第四に、施行期日等に関する事項であります。 

 期日前投票に関する事項については公布の日から起算して六月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日、衆議院小選挙区選出議員の選挙区に関する事項については公布の

日、在外投票に関する事項については公布の日から起算して一年を超えない範囲内にお

いて政令で定める日から施行することといたしております。 

 以上のほか、地方公共団体の議会の議員及び長の選挙について、期日前投票所におけ

る投票を電磁的記録式投票機を用いて行うことができるようにするなど、所要の規定の

整備を行うことといたしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、衆議院政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する特別委員長報告（平成一五年五

月二二日） 



○高橋一郎君 ただいま議題となりました公職選挙法の一部を改正する法律案につきま

して、政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する特別委員会における審査の経過及び

結果を御報告申し上げます。 

 本案は、選挙人の投票しやすい環境を整えるため、期日前投票制度を創設するととも

に、在外投票について在外公館投票と郵便等投票とのいずれかの方法により行うことが

できることとし、あわせて、さいたま市に係る衆議院小選挙区選出議員の選挙区の改正

を行うほか、所要の規定の整備を行おうとするものであります。 

 その主な内容は、 

 第一に、選挙の当日に投票することが困難であると見込まれる選挙人の投票について

は、当該選挙の期日の公示または告示があった日の翌日から選挙の期日の前日までの間、

期日前投票所において、行わせることができるものとすること、 

 第二に、さいたま市が本年四月一日に政令指定都市に移行したことに伴い、さいたま

市に係る衆議院小選挙区を新たに設置された行政区に対応したものとすること、 

 第三は、在外選挙人名簿に登録されている選挙人で、衆議院議員または参議院議員の

選挙において投票をしようとするものの投票については、在外公館投票と郵便等投票と

のいずれかの方法により行わせることができるものとすること 

などであります。 

 本案は、去る三月二十日本院に提出され、五月十五日本委員会に付託され、同月十六

日片山総務大臣から提案理由の説明を聴取し、昨五月二十一日質疑を終局の後、直ちに

採決した結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第でありま

す。 

 なお、本案に対して附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年五月二一日） 

 本法の施行に当たり、政府は、次の事項について善処すべきである。 

一 期日前投票及び不在者投票は、選挙の公示又は告示のあった日の翌日から選挙の期

日の前日までの間とされたことに伴い、選挙人が投票機会を失することのないよう、

その周知徹底を図ること。 

二 期日前投票及び不在者投票の適正な管理執行に万全を期すること。特に指定病院等

における不在者投票について、適正な管理執行に更に努めること。 

三、参議院政治倫理の確立及び選挙制度に関する特別委員長報告（平成一五年六月四

日） 

○沓掛哲男君 ただいま議題となりました法律案につきまして、政治倫理の確立及び選

挙制度に関する特別委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、選挙人の投票しやすい環境を整えるため、不在者投票制度を改め、期日

前投票制度を創設するとともに、在外投票について在外公館投票と郵便等による投票と



のいずれかの方法により行うことができることとし、あわせて、さいたま市に係る衆議

院小選挙区選出議員の選挙区の改正等を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、不在者投票制度改正の周知徹底策、在宅投票制度見直しの検

討状況、在外投票の対象範囲拡大の必要性等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し五項目から成る附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年五月三〇日） 

 政府は、国民本位・政党本位の選挙制度を確立するため、本法の施行に当たり、次の

事項についてその実現に努めるべきである。 

一、期日前投票及び不在者投票の投票期間が、選挙の公示又は告示のあった日の翌日か

ら選挙の期日の前日までの間とされたことに伴い、選挙人が投票機会を失することの

ないよう、その周知徹底を図ること。 

二、期日前投票及び不在者投票について、本法の立法趣旨等を踏まえ、適正な管理執行

に万全を期するとともに、特に指定病院等における不在者投票について、選挙の公正

確保に配意しつつ、適正な管理執行の徹底に努めること。 

三、在外投票制度の実施状況を踏まえ、できる限り速やかに衆議院小選挙区選出議員選

挙及び参議院選挙区選出議員選挙を在外投票の対象とするための措置を講ずるものと

すること。 

四、候補者情報の充実、政治参加の促進、有権者と候補者の直接対話の実現、金のかか

らない選挙の実現等を図る観点から、ＩＴ時代の要請に即応し、インターネットを利

用した選挙運動の早期導入に向け、積極的な検討を一層進めること。 

五、民主主義の質的充実と活性化を促し、有権者の政治的関心を高める観点から、政党

のマニフェスト等の導入の環境整備を検討すること。 

 右決議する。 


